
⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円
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シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京⼤学 産学官⺠の緊密な連携をはかりつつ、その学術的成果を広く⼈類社会に還元していくことを⽬指す。

　基 礎 情 報

・産と学が協⼒して共に課題を掘り起こし、解決のために組織と組織が⼿を組んで進める「産
学協創」
・新しい産業の芽となるベンチャーを育成するためのインキュベーション機能を持った施設の拡
充・整備を計画

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

24,360,586 5,309 43,352,323 16,233,201

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

9,329,519 2,133 2,300 1

466 1

7,218,749 1,797 9,961,296 1,953 1

5,724,685 1,373 8,021,492 1,487 1

6,868 名

産学連携法務部産学連携推進課

管波

03-5841-1494

sangaku5.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp

1,494,064 424 1,939,804

86,113

・⼤学と産業界とが経済社会のビジョンを構築・共有して課題解決に共に取り組む「産学協
創」の推進。
・⼤規模な組織間連携による⽂理の学知からの効果的な価値創造のため、学内外の専⾨
家を柔軟に活⽤する仕組みの構築。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

12,140,991

http://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/
http://proposal.ducr.u-tokyo.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 388,555 116 585,875 117 3

36,736,348 1,886 36,902,630 1,846 1

454,022 149 754,561 154 3

37 1

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 89 77 65,467 33 168,686

 実施等件数あたり

研究者あたり 661,761 175.2

特許出願件数 732 0.107

産学連携本部が関与した共同研究 11

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 11

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 4,158 0.605

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

3,777

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 149

4 H01 基本的電気素⼦ 120

1 G01 測定、試験 163

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 152

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 53

8 H04 電気通信技術 41

5 G06 計算、計数 82

6 C07 有機化学 60

9 H02 電⼒の発電、変換、配電 33

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 32

外部資⾦

34 42 36
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 372 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 95 72

82

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 78

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 2,175,058

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

4 5 0 0

8 2 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

9 H04 電気通信技術 27

10 G02 光学 23

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 44

8 B23 ⼯作機械等 29

5 H01 基本的電気素⼦ 52

6 G06 計算、計数 50

3 G01 測定、試験 115

4 C07 有機化学 72

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 179

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 146

特許保有件数 2,800 0.569

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1,035  実施等件数あたり

研究者あたり 458,046 442.6

特許出願件数 788 0.160

産学連携本部が関与した共同研究 23

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

50 10

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 70 70 122,749 44 101,450

実務者当たり研究者数 296,627 120 306,249 114 7

16,122,623 1,053 14,914,439 1,032 3

419,376 164 407,699 164 6

https://www.ccb.osaka-u.ac.jp/
https://resou.osaka-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

4,922 名

共創機構産学官連携オフィス

⼭賀　博

06-6879-4875

ccb-info@ml.office.osaka-u.ac.jp

638,104 234 1,486,292

49,438

・複数研究者と複数企業の参画が可能な産学・産産連携型の共同研究プロジェクトの企画
提案（未来社会共創コンソーシアム）
・共同研究の⼤型化及び国際産学連携の推進
・知的財産戦略の強化（技術移転の促進）
・⼤学発ベンチャーからのユニコーン創出

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

9,888,257 1,500 2

313 2

7,476,569 1,243 9,214,452 1,411 2

6,838,465 1,009 7,728,160 1,098 2

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

7,920,827 1,329

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

・共同研究講座（部⾨）・協働研究所の設置による⼤型共同研究の実施（2019年度
末時点で共同研究講座（部⾨）82件、協働研究所19件を設置）
・⼤阪⼤学⽅式の⼈材育成を含む、基礎研究段階からの包括的産学共創（2019年度末
時点で4件）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

11,681,392 3,028 14,497,799 16,394,132

　基 礎 情 報

国
⽴ ⼤阪⼤学

⼤阪⼤学は、社会との共創（Co-Creation）により、新たな社会的価値の創出につながるオープンイノベーションを推進す
る。研究成果の社会実装を経て明らかになる新たな課題を捉えて研究現場に戻し、より⾰新的な研究成果を改めて社会
実装していく「研究開発エコシステム」の構築を⽬指す。
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

BioJapan 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⼤阪⼤学オープンイノベーション機構シンポジウム 1⽉
10 15 3 0

69 14 6 3受⼊

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 1,926,000

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

312

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 64

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 146 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 92 54

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 京都⼤学

京都⼤学は、「研究の⾃由と⾃主を基礎に、⾼い倫理性を備えた研究活動により、世界的に卓越した知の創造を⾏う」とともに、「世界に開かれた⼤学として、地域との連携・国
際交流を深め、⾃由と調和に基づく知を社会に伝え、地球社会の調和ある共存に貢献する」ことを基本理念として掲げ、知の創出と知的資産の社会還元を⼤学の⼤きな役割と
位置づけている。他⽅、国⽴⼤学の第三の責務として「研究の成果を普及し、及びその活⽤を促進する」あらたな社会貢献が求められている。京都⼤学は、基本理念を継承・発
展させるとともに、⼤学の社会貢献の⼀環として産官学連携活動を推進し、⼤学で創出された研究成果を知的財産としても普及・活⽤を促進する。この産官学連携活動を通じ
て、我が国及び地球社会に貢献するとともに、本学における教育・研究活動の⼀層の発展と国際的な⼈材育成に資することをミッションとしている。

　基 礎 情 報

平成27年度の株式会社TLO京都の実質⼦会社化（株式の約68％取得）および共願ライセンス業務の
移管に続き、平成29年度は、知財管理業務について、株式会社TLO京都内に設置された「京⼤事業部
⾨」へ移管するなど、本学の知財活⽤の最⼤化と教員・研究員の研究活性化に資することを⽬的として、⼤
学が知財マネジメントの総括機能と知財戦略の企画・⽴案機能を担い、学外の専⾨家集団が知財関連実
務機能を担うよう、体制整備を⾏っている。
令和元年度の特許出願件数は、国内304件・国外390件、知的財産のライセンス件数は、特許によるも
のが449件・642百万円、著作物によるものが17件・3百万円、マテリアルによるものが70件・39百万円、
計536件684百万円となった。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

14,253,222 3,744 25,585,517 10,246,082

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

5,857,873 1,227 1,415 3

271 4

4,784,233 1,098 5,543,439 1,256 3

4,130,670 869 4,656,169 985 3

5,337 名

研究推進部産官学連携課

森津　和⼦

075-753-5202

sanrenka-shien@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp

653,563 229 887,270

56,837

京都⼤学は平成29年6⽉30⽇に指定国⽴⼤学法⼈に指定された。本学の指定国⽴⼤学法⼈構想の柱の⼀つと
して、産官学連携の新しい「京⼤モデル」の構築を掲げており、この中で、改正国⽴⼤学法⼈法により指定国⽴⼤学
法⼈のみに出資が可能となっている研修・講習事業やコンサルティング事業を実施する事業⼦会社「京⼤オリジナル
株式会社」を平成30年6⽉1⽇に設⽴し、研究成果・知的財産を活⽤した取組を展開することとした。今後は、本
構想に基づき、既に本学の事業⼦会社である株式会社TLO京都及び京都⼤学イノベーションキャピタル株式会社と
産官学連携本部が有機的に連携し、産官学連携活動の新たな取組みを進めていく予定である。また、産学連携の
推進を促すため、⼤型産学連携プロジェクトの企画・提案と当該プロジェクトの集中マネジメントを⾏うための京都⼤
学オープンイノベーション機構を令和元年7⽉1⽇に設置し、本学の創造的な研究・教育活動の推進と、産業界の協
働によるイノベーションの創発を⽬指す。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

6,678,149

https://www.saci.kyoto-u.ac.jp/
https://kyouindb.iimc.kyoto-u.ac.jp/view/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 305,559 63 653,091 65 1

23,695,519 1,064 23,451,728 1,067 2

385,960 98 800,986 98 1

33 4

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 74 72 80,401 35 147,895

 実施等件数あたり

研究者あたり 676,397 352.5

特許出願件数 524 0.098

産学連携本部が関与した共同研究 8

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 7

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 2,800 0.525

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

1,919

3 G01 測定、試験 93

4 H01 基本的電気素⼦ 88

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 163

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 109

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 44

8 H04 電気通信技術 34

5 C07 有機化学 74

6 G06 計算、計数 49

9 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 28

10 C01 無機化学 25

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 205 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 47 114

55

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 29

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 1,921,439

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

例年５⽉頃

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
新技術説明会

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

7 10 0 1

13 5 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東北⼤学

社会とともにある⼤学として、異なる価値観を尊重し、社会を構成する多様なセクターとのパートナーシップのもと、ポストコロ
ナの新常態を前提としたNew Normalを先導する新たな⼤学の姿、新たな社会価値を想像し、未来を拓く変⾰を先導し
ていく。

　基 礎 情 報

「材料科学」および「スピントロニクス」の世界トップレベル研究拠点が整備され、着実な研究成
果や産学連携成果を挙げている。⽣命科学分野においては「未来型医療」や⽂理融合型の
「災害科学」の重点的な強化により特⾊のある成果を挙げている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

10,127,506 2,763 7,321,277 6,520,501

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

20％以上25％未満 有 無 有 無

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※

「組織」対「組織」の⼤型の産学共創の加速、⼤学をプラットフォームとした複数企業が参画す
るイノベーションエコシステム形成型の連携（B-U-B連携モデル）、ポストコロナ社会を⾒据え
たＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の積極的推進を図り、オープンイノベーションを戦略
的に展開していく。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

4,820,865 1,348 5,072,003 1,443 4

4,114,448 1,201 4,538,033 1,279 4

3,034,839 887

丹下　和也

022-795-5283

sanren@grp.tohoku.ac.jp

1,079,609 314 1,257,738

3,280,295 945 4

3,830 名

研究推進部産学連携課

334 3

47,265

実務者当たり研究者数 123,999 40 101,112 32 26

http://www.rpip.tohoku.ac.jp/
http://www.rpip.tohoku.ac.jp/seeds/lang:jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

14,023,573 789 12,403,283 735 4

135,246 50 106,078 45 33

10 4,966

 実施等件数あたり

研究者あたり 131,355 415.7

316

13

弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

51

産学連携本部が関与した共同研究 110

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 6

⼤学 発明者 未設定

75 11,247

専⾨家の配置 弁護⼠

実務担当者数

特許保有件数 3,213 0.839

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

特許出願件数 543 0.142

8 G02 光学 34

1 H01 基本的電気素⼦ 166

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 147

3 G01 測定、試験 108

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 60

5 G06 計算、計数 47

6 C07 有機化学 39

7 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 35

9 H04 電気通信技術 31

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 27

外部資⾦

12 10 10 8
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 76 50 ⼤学発ベンチャー数 142

有 無 有 無 部屋数 149

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 6

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 1,079,973

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン2021〜⼤学⾒本市Online 8⽉〜9⽉

JST新技術説明会 7⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

受⼊ 18 21 22 0

派遣 9 12 1 0

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

9 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 22

10 G06 計算、計数 22

7 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 24

8 C08 有機⾼分⼦化合物等 24

5 C07 有機化学 47

6 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 27

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 69

4 H01 基本的電気素⼦ 52

1 G01 測定、試験 88

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 71

特許保有件数 1,323 0.468

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

664  実施等件数あたり

研究者あたり 100,652 151.6

特許出願件数 354 0.125

産学連携本部が関与した共同研究 10

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 7

⼤学 発明者 未設定

18 13

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 45 63 62,039 26 59,428

実務者当たり研究者数 327,618 52 413,614 68 5

10,598,716 637 9,559,757 654 6

389,657 78 473,042 86 5

http://www.aip.nagoya-u.ac.jp/
http://www.aip.nagoya-u.ac.jp/industry/unite/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

2,825 名

研究協⼒部社会連携課

⼤⻄功

052-789-5545

k-sangakukan@aip.nagoya-u.ac.jp

516,437 127 806,326

32,359

組織対組織による⺠間企業との連携を推進するための指定共同研究制度の充実。アントレ
プレナー教育や産学連携教育などの推進による社会的価値の創出に貢献できる実践的な⼈
材の育成。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

4,348,551 804 5

146 5

2,875,910 666 3,821,009 705 5

2,359,473 539 3,014,683 559 5

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

3,517,510 753

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

2020.4.1から東海国⽴⼤学機構が発⾜し、岐⾩⼤学が活動に参画。両⼤学のリソースを
共有し、企業側からのニーズに対して提案する提案型共同研究獲得体制を強化。具体例に
ついて以下取組事例に記載。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

8,906,021 2,205 15,769,129 7,873,816

　基 礎 情 報

国
⽴ 名古屋⼤学 総⻑の任期内に達成すべき⽬標をNU MIRAI2020と定め、５つの柱の⼀つとして産学連携に取り組む。世界有数の産

業集積地にある基幹⼤学として、産学官連携を含む多様な連携によるイノベーションへの貢献と社会的価値を創出する。
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

派遣

新技術説明会 １０⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

中部地区医療・バイオ系シーズ発表会 １２⽉
10 8 4 1

10 0 13 1受⼊

８⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 192,500

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

16

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 15

有 無 有 無 部屋数

⼤学発ベンチャー数 103 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 44 64

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 東京⼯業⼤学 ・知の社会実装等の社会連携活動は、教育、研究とともに本学の重要なミッションと位置づけ、学⻑・研究担当理事のもと

積極的に産学官連携活動に取組んでいる。

　基 礎 情 報

・得意分野は、化学・材料分野、電気電⼦分野、機械分野、情報分野、⽣命科学分野、
社会基盤分野等、理⼯系全般。
・具体例としては、IGZO薄膜トランジスタ技術、パワー半導体技術、LiB固体電解質技術な
ど。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

4,734,153 1,038 10,732,833 4,696,732

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,737,402 738 794 7

91 10

2,540,448 679 2,972,733 720 7

2,276,839 601 2,612,670 629 6

1,379 名

研究推進部産学連携課産学連携企画グループ

池内　悠哉

03-5734-3817

san.kik@jim.titech.ac.jp

263,609 78 360,063

22,734

・共同研究講座・協働研究拠点等の⼤型連携の創出
・コンソーシアム等複数企業との連携による共同研究の推進
・研究成果に基づいた起業の促進、創業後の社会定着の促進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

3,255,400

https://www.ori.titech.ac.jp/

https://search.star.titech.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 244,687 88 180,412 82 14

8,005,325 479 7,843,272 466 8

277,447 109 224,790 101 14

19 21

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 58 24 32,760 21 44,378

 実施等件数あたり

研究者あたり 77,861 103.7

特許出願件数 317 0.230

産学連携本部が関与した共同研究 69

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 5

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1,865 1.352

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

751

3 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 49

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 46

1 H01 基本的電気素⼦ 77

2 G01 測定、試験 61

7 G06 計算、計数 35

8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 31

5 C07 有機化学 45

6 C01 無機化学 37

9 C08 有機⾼分⼦化合物等 30

10 G02 光学 27

外部資⾦

8
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5
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 76 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 43 32

26

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 7

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 595,909

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

2⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
東京⼯業⼤学 国際オープンイノベーションシンポジウム

東京⼯業⼤学　新技術説明会 11⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

Tokyo Tech Venture Festival 3⽉
4 6 1 0

5 2 1 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 九州⼤学
　基 礎 情 報

組織対応型連携では“連携協議会”を中⼼に、従来の⼤学の研究室と企業の担当者との間
の“点と点を結ぶ関係”での研究マネジメントではなく、⼤学と企業との間の“⾯と⾯を結ぶ関
係”を通じた連携マネジメントを提供する。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

7,193,046 2,144 13,306,547 4,385,482

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,562,475 838 846 8

166 9

2,076,935 739 2,135,943 752 8

1,654,093 583 1,690,214 586 8

3,338 名

研究・産学官連携推進部産学官連携推進課

岡　⻯太郎

092-802-5063

snsrenkei@jimu.kyushu-u.ac.jp

422,842 156 445,729

41,950

社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する⽬標として、産学官⺠連
携機能をさらに強化するとともに、世界最先端の教育・研究に基づくイノベーションを創出す
る。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

2,678,048

https://airimaq.kyushu-u.ac.jp/ja/index.php
https://seeds.kyushu-u.ac.jp/ja/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 189,060 74 212,168 65 11

10,142,184 889 9,690,241 935 5

404,178 114 372,162 97 8

32 2

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 66 51 215,118 40 159,994

 実施等件数あたり

研究者あたり 76,781 144.9

特許出願件数 313 0.094

産学連携本部が関与した共同研究 12

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 12

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 1,433 0.429

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

530

3 G01 測定、試験 82

4 C07 有機化学 60

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 105

2 H01 基本的電気素⼦ 85

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 21

8 C08 有機⾼分⼦化合物等 18

5 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 45

6 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 26

9 C01 無機化学 16

10 G06 計算、計数 15

外部資⾦

38
28

9 11 11
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 146 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 17 196

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

5 4 0 1

8 3 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備

概要 体制図等

組織的産学官連携活動の取組事例

　先端融合医療創成センターに共同研究部門を設置しがん免疫研究を推進

　九州大学は、国立大学の法人化を機に民間機関等と組織的な連携を図ることができ
る「組織対応型連携」制度（以下、組織連携）を立ち上げ、15年以上にわたり同制度を推
進・展開してきた。組織連携による産学官連携は、「産の研究開発業務の強化」と「学の
学術研究・教育活動の活性化」を目的として、教員個々のレベルではなく大学全体とし
て組織的に連携事業を運営する仕組みとして定着している。
この組織連携の仕組みを基に、企業が大学に実用化研究の産学協働研究拠点を設置
して共同研究をより効果的に推進する共同研究部門制度（平成23年～）を整備してい
る。

九州大学と株式会社新日本科学は、2019年4月1日より本学先端融合医療創成センター
(現 先端医療オープンイノベーションセンター)内にがん免疫共同研究部門を設置し、
がん免疫に関する橋渡し研究の推進に関する共同研究事業を開始した。
2人に1人はがんに罹患すると言われている昨今、その治療には手術、放射線療法、薬
物療法の三大治療に加え、第四の治療法と言われる免疫療法が注目されている。本共
同研究部門では、九州大学の研究資源とネットワーク、新日本科学の有する前臨床試
験のノウハウとを融合させ、がん免疫分野における新薬開発の実現に向けた基礎的研
究を行っている。九州大学と新日本科学は、本共同研究部門を産学連携および学術的
研究活動の拠点と位置付け、がん免疫研究の発展と新薬開発の早期実現に貢献して
いく。

先端融合医療創成センター(現 先端医療オープンイノベーションセンター)ARO橋渡研究推進部門
及び病院ARO次世代医療センターは、AMED革新的医療技術創出拠点の1つであり、日本最大規模
の橋渡し研究ネットワークである西日本アカデミアTRネットワーク、WAT-NeWを構築し、ネットワー
ク対応型の開発を推進してきた。がん免疫共同研究部門では、ARO橋渡研究推進部門及びWAT-
NeWと連携し、がん免疫分野の新薬開発に取り組むとともに、当該分野における非臨床POCデータ
に関して調査研究を行っている。更にがん免疫分野の研究開発を推進し、人材育成にも貢献してい
く。

がん免疫共同研究部⾨

がん免疫に関する橋渡し研究

九州⼤学 新⽇本科学組織対応型連携

先端融合医療創成センター

研究資源
ネットワーク

前臨床試験ノウハウ



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 筑波⼤学 ⼤学経営に資する産学官連携の強化

　基 礎 情 報

（１）系（学部）の垣根がない学際性を活かした産学官融合拠点（１１の開発研究セ
ンター）
（２）活発な起業マインドに裏付けられた年間約70億円（2019年度）の⼤学発ベン
チャー資⾦調達

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

4,446,900 1,464 4,417,751 2,508,765

20％以上25％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

2,076,847 530 516 9

140 8

1,716,137 449 1,707,730 426 9

1,238,668 306 1,218,441 286 10

2,463 名

産学連携部産学連携企画課

⻄⽥ 幸男

029-859-1629

kj.srenkeika@un.tsukuba.ac.jp

477,469 143 489,289

41,348

（１）知の拠点形成とベンチャー本格化
（２）オープンイノベーションに向けた規制の緩和
（３）国際的ならびに国内地域とのイノベーションネットワーク構築

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

2,069,582

https://www.sanrenhonbu.tsukuba.ac.jp/
https://trios.tsukuba.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 52,700 37 93,598 34 28

4,734,611 434 4,275,567 415 11

92,707 58 123,196 46 29

12 26

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 56 44 40,007 21 29,598

 実施等件数あたり

研究者あたり 26,216 157.0

特許出願件数 157 0.064

産学連携本部が関与した共同研究 10

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 831 0.337

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

167

3 G01 測定、試験 22

4 G06 計算、計数 21

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 73

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 36

7 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

8 G02 光学 8

5 H01 基本的電気素⼦ 21

6 C07 有機化学 9

9 C08 有機⾼分⼦化合物等 7

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 6

外部資⾦

8

19

9
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⾦ 額特許出願・活⽤実績

産学連携担当部署の体制

件数

100

10

1

121 98 121

31 29
19

5

2
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特許保有件数 件

組織的産学連携活動
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名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 126 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 33 75

35

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 35

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
筑波⼤学ナイト

筑波⼤学発ベンチャーシンポジウム 12⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

筑波⼤学産学連携シンポジウム 3⽉
4 6 2 1

10 13 1 4受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備
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